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 Examination of Support for Children who Refused to Attend School Because of 
Bullying and Their parents. 




































① 小・中学校における，長期欠席者数は，217,040人（前年度 206,293人）である． このうち，不登
校児童生徒数は 144,031人（前年度 133,683人）であり，不登校児童生徒の割合は 1.5％（前年度
1.3％）である 
② 小・中学校における長期欠席者数は，小学校 72,518人（前年度 67,093人），中学校 144,522人 （前
年度 139,200人）．全体では，217,040人（前年度 206,293人）である．このうち，不登校児童生徒
数は，小学校 35,032人（前年度 30,448人），中学校 108,999人（前年度 103,235人），小・ 中の合
計で 144,031人（前年度 133,683人）であり，在籍者数に占める割合は小学校 0.5％（前年 度 0.5％），
中学校 3.2％（前年度 3.0％），全体では 1.5％（前年度 1.3％）． 
③ 学校内外の施設や機関等で相談・指導等を受けた不登校児童生徒のうち，学校外の施設や機関等 で
相談・指導等を受けた児童生徒数は 43,336 人（前年度 42,219 人）で不登校児童生徒に占める割合
は 30.1％（前年度 31.6％），学校内の施設や機関等で相談・指導等を受けた児童生徒数は 72,183 人






① 小・中・高等学校及び特別支援学校における，いじめの認知件数は 414,378件であり，児童生徒 1,000 
人当たりの認知件数は 30.9件である． 
② いじめの認知件数は，小学校 317,121 件（前年度 237,256 件），中学校 80,424 件（前年度 71,309 
件），高等学校 14,789 件（前年度 12,874 件），特別支援学校 2,044 件（前年度 1,704 件）．全体で
は，414,378件（前年度 323,143件）．  
③ いじめを認知した学校数は 27,822校（前年度 25,700校），全学校数に占める割合は 74.4％（前 年
度 68.3％）．  
④ いじめの現在の状況で「解消しているもの」の件数の割合は 85.8％（前年度 90.5％） 
⑤ いじめの発見のきっかけは， ｢アンケート調査など学校の取組により発見｣は 52.8％（前年度 51.5％）
で最も多い． ｢本人からの訴え｣は 18.0％（前年度 18.1％）． ｢学級担任が発見｣は 11.1％（前年度
11.6％）．  
⑥ いじめられた児童生徒の相談の状況は「学級担任に相談」が 79.5％（前年度 77.7％）で最も多い． 
⑦ いじめの態様のうちパソコンや携帯電話等を使ったいじめは 12,632件（前年度 10,779件）で， い
じめの認知件数に占める割合は 3.0％（前年度 3.3％）．  
⑧ いじめの日常的な実態把握のために，学校が直接児童生徒に対し行った具体的な方法について， ｢ア
ンケート調査の実施｣は，いじめを認知した学校で 99.4％（前年度 99.3％），いじめを認知して い



















































A は,40 代の両親との 3 人家族である．A は普段からあまり外出せず,家で過ごすことが多いが,母親と
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を借りて,知り合いのいない B 中学校に 3 年生の 4 月から転校する． 
A は, 私立中学校に通っていた際に SC と面談してきた経験があったため，転校してきた時に男性の
G 担任から SC のカウンセリングを受けるよう提案された際，その提案をスムーズに受け入れた．A は
いじめをきっかけに小学校から不登校になり ,母親は教員への不信感を抱き，親子で傷つき体験を抱え
ていたほか,学校への恐怖感および男子にいじめられたことによる男性への恐怖感を抱いていた．そのた
め, A は当初 SC に対し，教室に入ることは望んでいないこと，高校は通信制高校を希望していることを
述べていた．しかし, G 担任・養護教諭・SC で A についての相談を行い, A の状態を見ながら,学校とい
う「場」に慣れる働きかけを行ったところ，「場」に慣れてきた A は,健康診断のためであれば保健室に
登校できるようになった． 
その後学校という「場」に慣れてきた A は, 通信制高校を見学する等少しずつ行動範囲を広げていっ
た．その様子をみた SC は,A に対して 適応指導教室の利用や別室受験を提案し,働きかけを行った．A
自身はこの SC の提案にあまり乗り気ではなかったものの,高校に通うための「リハビリ」をかねて，適
応指導教室を時々利用してはどうかという提案には理解を示した． 
A と母親が適応指導教室を見学した際，教員に対してまずは週に 1 日だけ通室したいという希望を伝
えたところ，適応指導教室の教員からは，できれば毎日通室した方がよく，少なくても週に 2,3 回は通
室してほしいという要望が伝えられた．そのことを母親と A が SC に報告し，適応指導教室の教員の要
















問項目を見ながら，自由に語ってもらう形式で行った．インタビューの所要時間は約 1 時間であった． 
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質問項目は以下の 15点である． 
①私立中英語の先生の対応でよかったこと，ここがこうだったらもっとよかったこと 
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Table 2:分析から得られた「ストーリーライン」「理論記述」「さらに追及すべき点・課題」 
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